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概要： 2011年の東日本大震災後において、インターネット上の様々なサービスが人々のライフラインや、重要な情
報共有・支援の手段となった（宮台, 2011）。特にソーシャルメディアを通じ、海外や国レベルの支援だけでなく、コ
ミュニティ、または個人レベルの活動が多く見られた。このように利用者側だけを取り上げても、現在の情報環境や
その利用形態が大きく変化してきている。本稿では、情報環境生態系をアーキテクチャの生態系として把握し、情報
基盤や知識情報基盤環境における現在までの変化の過程を、利用者面、技術面など様々な観点から述べる。その中で、
近年の環境問題や大災害時に情報基盤であるクラウドやソーシャルメディア等のクラウドソーシングが果たした役
割、多様化する情報基盤の活用事例について述べる。具体的な例として、特に変容が顕著であった地理空間情報分野
を中心に事例を取り上げ、情報環境生態の現状を概観して、そこでの知識情報サービスの展開を展望する。 
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1. はじめに 
 1990 年代中期からのインターネットの進展
と情報のデジタル化への収束は、21世紀に入り
ますますその動向を加速化している。近年、高
速無線技術の発展に伴い、モバイルデバイス（ス
マートフォンやタブレット端末など）が、一般
の利用だけでなく、業務や教育現場で普及が進
んでいる。情報基盤の上階層では、ソーシャル
メディア（Facebook やTwitter など）が急速に
普及し、人々の情報獲得行動における大きな変
化が見えるように、人々の日常生活は情報基盤
生態系の中で営まれている。国家や企業セクタ
ーにおいても、20数年にわたるアングロサクソ
ン流の規制緩和の流れを背景として、その活動
領域を急速にネットワーク空間（クラウド）に
拡張している。また、近年の社会問題や大災害
時のライフラインとしての役割、緊急・支援手
段として、クラウドコンピューティング（以下、
クラウド）やソーシャルメディア等の新たな活
用方法について、ユーザー層だけでなくビジネ
ス界からも注目が集まっている。 
 本稿では、情報環境生態系をアーキテクチャ
の生態系として把握し 1)、そこでのソーシャル
メディアの展開を情報基盤生態系の変化、確立
として論じる。特に、実空間と仮想空間におけ
る地理空間情報の役割等、変容が顕著である地
理空間情報分野を中心に事例を取り上げる。ま
た、現在までの情報環境生態系の移り変わりと
現状を概観して、そこでの知識情報サービスの
展開を展望する。 
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2. 情報環境生態系のアーキテクチャ 
2.1情報環境プラットホームとAPI 
 2000 年中頃、Tim O’Reilly らはウェブ利用
における大きな変化を Web2.0 として提唱した
2)。従来のウェブは、一部の企業やHTMLを知
る限られた個人のみから情報が発信されるトッ
プダウン型であったが、CMS 機能 3)を備えたブ
ログや、またブログ等の更新された要約情報を
配信するRSS 4)、Wikipedia に代表される協働
活動基盤、人と人との交流を促進する SNS
（Social Networking Service）等の普及により、
個人から情報を発信する双方向なボトムアップ
型へと変化した。 
 これらに伴い、従来は情報のみを提供してき
たインターネットサービス企業にも大きな変化
があった。これらのプレイヤー達は、HTTP
（Hyper Text Transfer Protocol）を通じプログ
ラムやシステムの機能や、企業が持っているデ
ータ操作が行えるウェブ API5)を公開した。
AmazonはProduct Advertising APIを公開し、
Amazonの商品データの検索や広告の表示が行
える機能を提供した。Google は Google Maps 
API を公開し、Google の取得している地図情報
や高解像度の衛星写真を一般に公開した。その
他多くのAPI が次々と開発、公開された。この
ようなウェブ API を公開・提供する背景には、
その企業の顧客（ID）の増加促進、商品や広告
情報を顧客となる可能性が高い利用者に拡散す
る目的がある。例えば、Amazon の Product 
Advertising API や、利用者のホームページ等
に、簡単に広告情報を提供できる Google の
AdSense API が代表的である。また、API を使
用するには利用規約に同意し、個人情報の登録
を済ませ、ID の取得をしなくてはならない。
API の利用者の増加により、個人情報や ID の
取得者が増え、ID を利用したサービスの利用、
例えば、電子商取引等で買い物など、そして、
それらの売上情報、個人情報を利用しターゲッ
ティッド・マーケティング等が見込める。 
 オープンで容易に実装可能な API の提供に
より、従来は高度な専門知識と技術力を持った
技術者しか実現できなかった機能・サービスが、
API が実装された CMS を使用することにより、
一般の利用者でも高機能なサイトやサービスを
構築できるようになった。Twitter では、
Twitter に投稿されたメッセージを検索するた
めの様々な機能やフィルタなど、ほぼすべての
機能に対しTwitter API を公開しており、この
API を元にTwitter 用の多くのアプリケーショ
ンが開発されている。Twitter からの投稿と
Facebook のニュースフィードを連携できるの
は、認証システムも含めたAPI が公開されてい
るからである。また、オープンなウェブAPI に
より複数のウェブサービスを組み合わせること
で、全く新しいサービスを生み出す“Mashup 
(マッシュアップ)”的な開発体系が普及した。例
えば、Google Maps API と他のAPI を組み合
わせ、地図の上にお店や場所の口コミなどの情
報を表示する機能が容易に実現できる。 
 先に述べたように、API や SNS 等の様々な
サービスを利用するには利用規約に同意し、個
人情報を登録しなければならない。これらのサ
ービスの利用を通じて、利用登録する個人情報
以外にも様々な個人情報がインターネット上で
収集されている。例えば、インターネットの検
索履歴、クレジットカード情報、写真や動画、
位置情報等があげられる。特に、スマートフォ
ンにはカメラ、GPS、ジャイロ，コンパス等の
センサ機能が搭載され，利用者の様々なライフ
ログ（生活に関する記録）を、いつでも何処で
も SNS 等のサイトにアップロードすることが
できる。 
 利用者の不注意や、サービスやプライバシー
ポリシーの変更により、このような個人情報が
思わぬ所で漏洩した事件も多発している。
Google マイマップは、Google Maps 上の地図
に地点やルート情報等を登録、他の利用者に共
有・公開できる。Googleマイマップを新規作成
すると、初期状態では地図を公開設定になって
いるために、利用者が作成した地図が、インタ
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ーネットで検索可能であり、誰でも閲覧できる
状態でインターネットに公開される。実際にあ
った事例として、生徒の名前と自宅の情報を
Google マイマップ上で管理していたが、教員が
不注意で公開設定として管理していたため、生
徒の個人情報をインターネット上で自由に閲覧
できる状態になっていた。Google は、2012 年
3 月 1 日より新しい「プライバシーポリシー」
を適用した 6)。これは、60以上のサービスで使
用しているプライバシーポリシーの統一化を図
ったもので、従来は各々のサービスによって
別々に管理されていた個人情報を一元管理する
狙いがある。これにより個人の行動記録（位置
情報も含む）から、好みや需要などを特定し、
より質の高いサービスが提供できるとされる。
しかし、個人の趣味や行動が筒抜けになるよう
な正確性の高い個人情報が Google に管理され
てしまうこと、そして、ID が漏洩した場合に、
より深刻な事態に陥る懸念がある。 
 
2.2 オープンソースと情報基盤 
 今日の情報基盤における発展は、オープンソ
ースソフトウェア（OSS）なしでは到底到達で
きていない。例えば、インターネットの基盤技
術だけ取り上げても、Apache Web サーバ、
BIND DNSサーバ、Sendmail SMTPサーバ等
があり、それぞれのサーバソフトウェアのシェ
アの中で大きな割合を占めている。また、これ
らアプリケーションを動作させるサーバ OS で
は、多くの現場でLinux OS が使用されている。
厳密には、Linux という言葉はカーネル（核）
と呼ばれる OS の中心部分を示し、その他のソ
フトウェア（開発環境、デスクトップ環境やオ
フィス等）が付属したOS パッケージをLinux
ディストリビューションと呼ばれる。Linux は
OSS を代表するプロジェクトで、そのコードは、
GPL (The GNU General Public License)の元
にソースコードを公開し、その 2次的著作物を
含め、著作物を利用、再配布、改変を可能とし
ている。これにより、世界中の開発者が協力し
あう仕組みが出来上がった。このLinux の成功
により、ソースコードを一般に公開し、インタ
ーネット上のユーザーが自由に開発を進めると
いうオープンソース的な開発手法が世界的に注
目された。Raymond(1999)では、ソフトウェア
の開発方式を「伽藍方式」と「バザール方式」
と例え、OSS、特にLinux の「バザール」的な
開発方式の優位性について述べている。 
 オープンソース系のライセンスには、GPL 等
のコピーレフト、パブリックドメインや BSD、
MIT ライセンス等、現在では多種多様なライセ
ンスが存在する。対象をソフトウェアでなく、
他の著作物（デジタルコンテンツ・作品）を対
象としたライセンスの一つにクリエイティブ・
コモンズ（CC）がある。これは、「Some Rights 
Reserved」として表されているように、作成し
た著作物に対して、ある程度の作者の権利を留
保するが、作品の自由な利用・流通を妨げる権
利を放棄、または行使しないとしたライセンス
である。CC の使用例では、YouTube 等の動画
共有サイト、Wikipedia、Flickr 等の写真共有
サイト、マサチューセッツ工科大学のオープン
コースウェア、OpenStreetMap（第 3 章で詳
しく述べる）そして、様々な e ラーニングコン
テンツ等があげられる。また、これらのサービ
スはクラウドソーシングの代表例でもある。ク
ラウドソーシング（Crowd sourcing）は，集合
知や巨大知という言葉で表されているように，
インターネット上の不特定多数の利用者
（Crowd）により，問題を解決すること、また
は、様々な情報資源を構築するようなアウトソ
ーシング的手法を表す。現在のインターネット
上のサービスにおいて、ソーシャルメディアと
クラウドソーシングは、テレビや新聞、ラジオ
に代わる新しいメディアとして注目を集めてい
る。東日本大震災直後は、広い範囲で交通網、
通信網等が遮断され、これらのサービスが、被
災者（関東の帰宅困難者も含む）の重要なライ
フラインの役割や救援・緊急連絡、さらに、復
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興支援等で大きな役割を果たした。 
 このように、一つの OS のオープンな開発手
法が、情報基盤だけでなく現在の知識情報基盤
にも多大な影響を及ぼしている。 
 
2.3ウェブアプリケーションの基盤技術 
 HTML57)は、新しいオープンプラットホームの
基盤技術であり、ウェブを情報処理プラットホー
ムに変える基礎である。従来のOS上で動いていた
ネイティブアプリケーションとは異なり、ウェブ
上で稼動するウェブアプリケーションの世界を
開く。クラウド環境と組み合わせることで、マル
チデバイス間でデータ等の同期を自動的に図る。
現在はデファクトスタンダードであり、いずれ
W3C（World Wide Web Consortium）による追
認規格化も想定内である。なお、厳密な意味では、
HTML5はホームページの文章構造を指定するマ
ークアップ言語であるが、本稿ではビジュアル要
素を規定するCSS3やウェブアプリケーションの
振る舞いを記述するJavaScript用のAPIなども含
めた広義でHTML5を使用する8)。HTML5の技術
的な特徴は、(a) ブラウザ上のJavaScriptで本格
的な情報処理を実現する機能の導入、(b) HTML
文書の論理構造の明確化、(c) 異なるブラウザ間
の互換性の実現の向上、の3点である9)。 
 またHTMLに関係するステークホルダーをそ
の戦略側面から整理しておこう。Googleの戦略は、
基礎技術としてHTML5を採用し、従来のパソコ
ンのネイティブアプリケーションの時代をウェ
ブ情報社会へと、「情報社会のルール」のパラダ
イムを変更しようするものである。Googleによっ
て進められているのは、HTML5を基礎としたウ
ェブアプリケーションの時代である。裏を返せば、
Microsoftが仕切ってきたデスクトップコンピュ
ータの時代の終焉である。ただし、Google戦略の
中で、ネイティブアプリケーションを囲い込む
Android OSと、オープン志向のChrome OSとの
総合的な調整戦略は、現時点では見えない。 
 Appleは、AdobeのFlashがAppleのiOS上のプ
ラットホームとなることを排除する戦略である10)。
Appleの求める世界は、Appleの垂直統合の情報生
態系での多数のアプリケーションとコンテンツ
の集積である。技術的にiOSプラットホームとサ
ードパーティ開発のアプリケーションやコンテ
ンツの間にAdobeのFlashが存在し、実質的に
Apple情報生態系のプラットホームとなることを
排除したい考えと推測される11)。Amazonは、現
在は各種のアプリケーションサービス (SaaS: 
Software as a Service)を多彩に展開し、Web.2.0
時代に生存しているが、いずれ独自フォーマット
の電子書籍においても、HTML5に対応を急ぐで
あろう。すでにブラウザベースでは対応が進んで
いる。 
 
2.4 クラウドコンピューティング環境 
 Sun Microsystems（現オラクル）が 1982 年
の創業以来、スローガンとして「The Network 
Is The Computer」を掲げていたように、クラ
ウドは、すべてのコンピュータリソースは、ネ
ットワーク（Cloud：雲）の中に存在し、ネッ
トワーク上のサービスとして利用するコンピュ
ータ環境として定義される（城田、2009）。サ
ービスのバックエンド側（基盤）であるサーバ
の管理・提供環境は、企業内に専用のサーバ室
を運用する形態から、会社外のデータセンター
等でサーバを管理、またはホスティングサービ
スを利用する形態が増加しているように、クラ
ウドへの移行が進んでいる。特に、ベンチャー
企業等は初期投資をできるだけ抑えたいため、
この傾向が顕著である。 
 Google や Amazon のような巨大システムを
扱う企業にとって、データセンターの運用は企
業の収益を左右する重要な要素で、世界各地に
巨大なデータセンターが建設されている。運営
コスト削減のためデータセンターの建設では、
寒冷地、豊富な水資源、電気代等が低価格また
は優遇されている地域、高速インターネット回
線が利用可能等の条件が見合う地域に建設が行
われている。特に、電力はサーバ等の様々な機
器のためだけでなく、機器を冷却するためにも
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不可欠で、運営コストの中でも電気によるコス
トは比較的大きな比率を占めている。データセ
ンターやサーバ自体も独自に改良され、運営コ
ストを削減する試みが行われている。Facebook
は、オープンソースソフトウェアのように、高
効率のデータセンターやサーバを低コストでよ
り良いものを構築できるよう、Facebook のデ
ータセンター、サーバの仕様を公開している 12)。 
 ハードウェアによるコスト削減以外に、ソフ
トウェアによるコスト削減手法の一つとして、
コンピュータの仮想化がある。仮想化技術によ
り、物理コンピュータ上に仮想ハードウェアを
作りだし、その上に仮想コンピュータを運用す
る方法である。これにより、1 台の物理コンピ
ュータ上に、複数台の仮想コンピュータを構築
できる。また、仮想コンピュータは物理コンピ
ュータ上のデータとして扱われるため、複製や
バックアップ作業が容易に行える。Google のデ
ータセンターでは、高価な高性能サーバを導入
して、システムの性能を向上させていく手法（ス
ケールアップ）ではなく、多数の低コストサー
バを使用し、GFS（Google File System）や
Bigtable のような分散ストレージ技術や、
MapReduce による大規模分散データ処理技術
を開発し、巨大な高性能なシステムを作り上げ
ている（西田、2008）このシステムでは、コン
ピュータの数が多いほど性能が向上する（スケ
ールアウト）。また、コンピュータが故障しても
システムが動作し続けるようなエラー忘却型の
システムである。これにより、システムの高い
性能を維持しながら、サーバ管理・運用コスト
の削減を図っている。 
 先に述べた様々なコスト削減策や、データセ
ンターの巨大化による「規模の経済」の作用に
より、低コストでのデータセンターの運用が可
能になる。仮想コンピュータ貸出サービス
（IaaS: Infrastructure as a Service）として、
クラウド企業を代表する Amazon Web 
ServicesのAmazon EC2がある。Amazon EC2
は、2006 年にサービスが開始され、世界で６箇
所（米国バージニア州、ノースカロライナ州、
オレゴン州、アイスランド、シンガポール、日
本）のデータセンターを運営しており（2012
年現在）、これらのデータセンター内の仮想的な
コンピュータ資源を貸し出すサービスを低価格
で展開している。その他、Salesforce.com、 
Google、Microsoft 等も、世界中にデータセン
ターを次々と建設し、独自のクラウドサービス
を展開している。Amazon EC2 の課金システム
は従量課金制であり、月額費用は必要ない。電
気、ガスや水道のように仮想コンピュータを使
用した分だけ費用を支払うシステムである。ま
た、使用する仮想コンピュータの性能、データ
通信量、ストレージの容量、使用するサービス
に応じて使用料金が変化する。仮想コンピュー
タであるため、事業規模が拡大または縮小しサ
ーバ性能を変更することなった場合、容易に対
応できる。初期投資が必要ないこと、雲のよう
に柔軟にコンピュータ資源を変化できること、
低価格であることなどの理由により、ベンチャ
ー企業を中心にクラウドの利用が進んでいるの
は先に述べた通りである。 
 近年、クラウドの利便性やコストパフォーマ
ンスだけでなく、その高可用性にも注目が集ま
っている。2011 年に発生した東日本大震災は、
東日本の広範囲で地震や津波、関東地方では計
画停電の影響で多くのサーバが停止した。その
中で、Twitter、Facebook、Gmail、Skype 等
のクラウドを基盤とするサービスは正常に動作
し続け、地震後に電話網が麻痺した際に、情報
収集や緊急連絡手段として活躍した。これは、
分散ネットワークの集まりであるインターネッ
トの持つ高い対障害性に加え、クラウドシステ
ムの基盤であるデータセンターが地理的に分散
しており、局所的な障害に強いこと、サーバや
データの分散管理技術、データのバックアップ
体制が整っていること、自家発電のための設備
が整っていることがあげられる 13)。 
 地震後には被災した自治体や元々多くのアク
セス数を見込まない自治体，国土地理院等の国
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の機関のウェブサイトは、利用者からのアクセ
スが急増したことにより，ウェブサイトが機能
しなくなった。この際、IIJ やさくらインター
ネット等のクラウド企業により、被災自治体向
け，または支援機関向けにウェブサイトのホス
ティングサービスを提供や、ミラーサイトの構
築支援等が数多く行われた。 
 近年の原子力発電停止による電力不足への懸
念や、環境保護意識の高まりを受け、IT 機器や
基盤の省電力化やリサイクル等の資源の有効活
用など、IT を利用した環境保護に対する様々な
取り組み「グリーン IT」が注目されている。先
に述べたように、データセンターでは運営コス
ト削減のために、様々な省電力化の取り組みが
されている。データセンター全体の消費電力を
IT機器の消費電力で割った値をPUE14)で表し、
値が 1.0 に近づくほど、データセンター全体の
消費電力と IT 機器の消費電力が等しくなり高
効率であると示される。例えば、Google や
Microsoftは1.2程度、Facebookは1.07であり、
非常に高い電力消費効率でデータセンターは運
営されている。また、アイルランド等のデータ
センターは、積極的に風力・水力・地熱発電等
のグリーンエネルギーを採用している。このよ
うに、企業や家庭のPCやサーバ等のIT機器が、
Google や Amazon のようなパブリッククラウ
ドに移行、もしくは企業内のプライベートクラ
ウドに移行する事で、サーバや IT 機器の統合
化が進み、省電力化も期待できる。 
 
3.地理空間情報分野での情報環境生態系の変容 
3-1. 位置情報サービス 
 地理空間情報分野では、2005 年の Google 
Maps とそのAPI 公開以降、いくつかの大きな
変容が起きた。Google が作成、購入した地図・
衛星データを、API を通じて一般に公開したこ
とにより、地理空間情報とその関連サービスが
一般ユーザーに身近なものとなった。これによ
り、地図サービスを活用した様々なサイトや、
アプリケーションが数多く開発された。また、
GPS 機能付き携帯電話やスマートフォンの普
及により、携帯端末ユーザーをターゲットとし
た位置情報サービスが普及した。 
 初期の位置情報サービスは、ユーザーの現在
位置を地図上で表示するサービスや、小さい子
供や徘徊老人を追跡するサービス等があり、主
に個人をターゲットとしたサービスが開発され
た。また、日本の独自仕様の（ガラパゴス携帯
と揶揄された）携帯電話の影響もあり、それほ
ど位置情報サービスが一般ユーザーへ普及しな
かった。 
 近年の位置情報サービスでは、ソーシャルメ
ディアと位置情報を組み合わせたソーシャルロ
ーケーションサービスが注目されている。これ
は、主に宣伝や販売促進のため、ソーシャルメ
ディアを活用し、ユーザー同士の交流を促進す
るサービスであり、例えば、Facebook、Mixi、
Livedoor、Foursquare のチェックインサービ
スが代表的である。これらは携帯端末の GPS、
Wifi、携帯電話の電波を発信している基地局等
の位置により現在位置を特定し、周辺にある店
舗や場所に登録（チェックイン）するサービス
で、サービスを提供する店舗によっては割引ク
ーポンが発行される。また、ユーザーがチェッ
クインした情報（写真やコメント等も含む）が
Facebook 等のニュースフィードに流れ、友達
関係のユーザーにチェックイン情報が共有され
る。このような情報はユーザー同士の「口コミ」
的な生情報となるため、ユーザーにとっても信
頼性が高く、広告主としても費用対効果が期待
できる。 
 コロプラは、移動距離や実際の買い物により、
仮想通貨や仮想アイテムを取得し仮想の街を発
展させていく位置情報を活用したゲーム「コロ
ニーな生活」を提供している。このゲームは実
際に様々なツアーが企画され、全国各地を対象
としたスタンプラリーや、現実の土産を購入す
ることで取得できる仮想アイテムにより、地方
の町興しの手段として注目されている。また、
ツアー・宿泊サービス、鉄道、高速バスやレン
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タカー等の様々な企業と連携し、現実世界と仮
想世界を結び付け、ゲーミフィケーション 15)
の効果により広告や販売促進、そして町興しを
実現している。その他、位置情報を活用したゲ
ームでは、「ケータイ国盗り合戦」や「ジオキャ
ッシング」等があげられる。 
 
3-2. データ基盤の公開 
 地理空間情報のデータ基盤においても公開が
進んでおり、ウィキ世界地図プロジェクトの
OpenStreetMap が起爆剤となっている。これ
はウィキペディアと同様にクラウドソーシング
的な手法で、インターネット上のユーザーが世
界地図を作り上げていくプロジェクトである。
データのライセンス形態は、ODbL に基づき再
利用を可能としている 16)。 
 データの作成方法は、主に Microsoft 等が提
供する高解像度の衛星写真を背景に地物等のデ
ータを作成する方法と、実際に GPS を携帯し
て外出し、メモをデータ収集し後に PC にデー
タを取り込み、専用ソフトウェアで地図データ
を作成していく方法がある。その他、国土地理
院が「数値地図 25000」やYahoo! Japan が旧
アルプス(Alps)データの提供を行っており、現
在、OpenStreetMap への取り込み作業をユー
ザーが行っている。 
 東日本大震災の直後では、JAXAから陸域観
測技術衛星「だいち」で撮影した東北沿岸部の
高解像度衛星画像、Microsoft からは GeoEye
や DigitalGlobe の衛星画像を地図サービスで
ある Bing により提供、国土地理院からは高解
像度の空中写真が公開された。これらの画像は、
震災支援目的用の特別なライセンスで公開され、
被害の状況把握や復興支援等に広く活用された。
これらの衛星画像、空中写真を使用し、世界中
の OpenStreetMap ユーザーが協力し、短期間
で震災直後の地図を作成した(Yoshida and 
OSGeo Japan, 2011; 吉田, 2012)。図 1、図 2
は、東北地方での 4つの地図情報サービスを比
較するサイト Imagimap Baselayer17)である。
震災直後の 2011 年 3 月時点では、
OpenStreetMap（左上の地図）の地図のみが被
害状況を詳細に反映していることが確認できる。
OpenStreetMap は Google Maps 同様に API
を公開しており、他の地図情報サービスでも活
用でき、多くの震災支援サイトや現地での支援
活動等で活用された。 
 OpenStreetMap コミュニティのプロジェク
トの一つとして、人道支援 OSM チーム(HOT: 
Humanitarian OpenStreetMap Team)があり、
世界中のオンラインで参加しているボランティ
アにより、2010 年のハイチ地震、チリ地震、
2011 年の東日本大震災、そしてトルコ地震やそ
の他の洪水やハリケーンなどによる災害でも、
OpenStreetMap を活用した基盤地図作成等の
支援活動（クライシスマッピング）を行ってい
る。クライシスマッピングとは、災害や危機に
よって、どこで何が起こっているのか等の被害
情報収集や整理、共有活動の事を示す。ハイチ
地震の震災支援でも，日本を含め世界の衛星関
連企業から，震災後の衛星画像が公開されクラ
イシスマッピング等に活用された。世界中のボ
ランティア約 600 人により、数時間で約 100 万
以上の地物情報が追加され、震災後の最新の基
盤地図ができあがった(Raghavan et al., 2010)。
特にハイチは国の基盤地図情報や Google 
Maps での情報が乏しかったため、オープンス
トリートマップによる基盤地図が救援や復興支
援等に活用された。 
 
3-3. オープンスタンダード 
 地理空間情報分野では、国際標準化団体の
ISO （ International Organization for 
Standardization）やOGC（Open Geospatial 
Consortium）が、地理空間情報におけるデータ
や処理の標準化を進めている。特にこの分野・
業界では、それぞれのベンダーが独自仕様のア
プリケーションとデータ形式を採用していたた
め、異なるアプリケーション間でのデータの共 
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図 1 地図情報サービス比較サイトでの相馬市周辺地図 
（左上：OpenStreetMap、右上：Google Maps、 左下：Bing Maps、右下：Yahoo Maps） 
図 2 地図情報サービス比較サイトでの仙台市周辺地図 
（左上：OpenStreetMap、右上：Google Maps、 左下：Bing Maps、右下：Yahoo Maps） 
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有に多くの問題があり、標準化が積極的に進め
られた背景がある。 
 標準規格に準拠したデータは、異なるベンダ
ーのソフトウェアや様々なウェブサービスで扱
うことができる。例えば、OGC/ ISO の標準規
格の一つであるWMS（Web Map Service）は、
空間情報データのウェブ配信における標準規格
であり、HTTP を通じたサーバ・クライアント
間のシンプルな手順でデータの要求・取得が行
える。また、Google Earth で使用されるXML
形式のKML は、位置情報（経緯度、高度など）
の他に、様々な属性情報を記述することが可能
であり、多くのアプリケーションが対応してい
る。また、先に述べた標準規格はオープンスタ
ンダードであるため、仕様が一般に公開してさ
れており、他分野での応用が容易に行える利点
がある。Ninsawat (2009)は、OGC のウェブに
おける処理サービスの標準規格 WPS（Web 
Processing Service）と、センサからの観測デ
ー タ 取 得 に お け る 標 準 規 格 SOS
（SensorObservation Service）に準拠したウェ
ブ処理ステムを開発した。このシステムは、野
外に設置しているセンサ（気温、湿度、pH 等
を観測）から、HTTPを通じて観測データをリ
アルタイムに取得し、このデータと他のセンサ
やシステムから取得したデータを元に解析、ウ
ェブ地図上に結果を表示する。一連の処理は自
動化可能で、ネットワーク上のセンサやサーバ
が、リアルタイムに通信するマシン to マシン型
のシステムである。このようなシステムにより、
広大な農地の監視システム等にも応用でき、人
件費の削減等につながる。 
 このように、データや処理手続におけるオー
プンスタンダードの普及により、特定のベンダ
ーのソフトウェアに囲い込みされる懸念が軽減
され、データの利用や流通の促進、データ・ソ
フトウェア開発におけるコストの削減が可能に
なった。また、センシング分野での応用でも述
べたように、標準規格をオープンにすることに
より様々な分野において研究開発が促進される。 
4．情報環境生態系の変容と知識情報のサービス 
 前章まで取り上げたように、情報環境生態系
は大きなパラダイム・シフトの時代にある。技
術モデルとしては、クライアント・サーバ型シ
ステムから、クラウド環境への移行であり、ク
ライアント(端末)側はモバイル環境が急速に進
行している。ソフトウェア面では、単一 OS の
コンピュータからコンピュータシステムの仮想
化技術が成熟し、Wintel モデルに象徴されたネ
イティブアプリケーションからウェブアプリケ
ーション（サービス）への移行である。 
 これらは情報環境生態系の枠組みの変容とし
て把握できよう。ただし、こうした生態系はオ
ープンソース/オープンコンテンツの推進動向
と巨大企業による「帝国の覇権」との二重性を
帯びている。冒頭で触れたレッシングの「コー
ド(法規)」ではなく、「コード(プログラム)」
（Lessig, 2001）が、強制力として人々に働く
世界は並行して「進化」している。 
 工業化社会においては、価値創造の源泉は土
地、資本、労働であった。しかし情報化社会を
経た知識情報社会においては、土地、資本、労
働に加えて知識情報が最も大きな価値を創造す
る。人々の「労働」が、Labor、Work, Play に
階層化されつつある。情報環境生態系の変容に
伴い知識情報のサービスの質的変化が生じ、ブ
ルーカラーのLaborが情報システムや発展途上
国に移動し、さらには先進国ではホワイトカラ
ーのWork も徐々にエマージング地域に移行し
つつある。こうした分化は先進国、発展途上国
等の地理空間での分化及び一国内での階層分化
として二重性を持ちながら、急速に進行をして
いる。労働(Labor、Work)に時間に一定比例し
て価値創造が生み出された工業社会と異なり、
知識情報社会では労働(Play)の質が価値創造の
源泉となる。今後の先進国の労働は、知識情報
のサービスにシフトしていかねば社会が成立し
ないし、それは、労働の質としては、Play であ
ることが支える。 
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5．おわりに 
 本稿では、情報基盤や知識情報基盤環境にお
ける現在までの変化の過程を、オープンソース、
ライセンス、クラウド、オープンスタンダード
について、ビジネス面、技術面等、様々な観点
から述べた。また、近年の環境問題や大災害に
おいて、情報基盤であるクラウドやソーシャル
メディア等のクラウドソーシングが果たした役
割、多様化する情報基盤の活用事例についても
取り上げた。 
 Google や Apple 方式のクラウドサービスが
進行すると、ユーザーはプログラムすら意識を
しない情報生態系環境になる。サービスにおけ
るブラックボックス化である。対抗軸としての
クラウドと OSS の組み合わせが大きな意味を
持ってくる。 
 なお、本稿では情報セキュリティの課題、著
作権法を始めとする知的財産権については考察
を略した。稿を改めたい。 
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注 釈 
1)  アーキテクチャは、「建築」や「構造」の
意味であるが、その語源はギリシャ語の「始
原」(アルケ )ーと「技術」(テクネ )ーである。
このアーキテクチャについては、ローレン
ス・レッシングが『CODE』(Lessig, 2001)
において、規範(慣習)、法、市場に続く社会
秩序や人々の行動を規制するものとして論
じている。 
2)  Web 2.0 とは、ウェブをプラットホームと
するオープン志向、ユーザー中心(オリエン
テッド)、ネットワークの外部性の活用とい
ったインターネットの開放性思想に基づい
て提供されるサービスの次世代フレームワ
ーク概念であった。具体的な技術体系では
ない。辛らつな評価では、業界用語(バズ)と
する見方もあった。提唱したオライリー・
メディアの Pale Doughery, Thmothy F. 
O’Railly は、インフラとしての集合知モデル
とし、Web 2.0 の 7つの構成要素として、次
をあげた。 
・フォークソノミ  ー (Folksonomy; Folks + 
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Taxonomy) みんなで分類する 
・User as Contributor サービスへの協力者 
・Radical Trust  進歩的性善説 
・ロングテール 「8:2 の法則」 
 イタリアの経済学者 Vilfredo Federico 
Domaso Pareto 唱えた「一国の経済産出の 
80%は 20%のセクターによって生み出され
ている」という経済現象。冪乗法即ともい
う。 
・Participation ユーザー参加型 
・Rich User Experience リッチ・ユーザイ
ンターフェイス 
・Radical Decentralization 進歩的な分散志
向 
Reference: O’Reilly, F. Tim 
 “What Is Web 2.0” 
前編：
http://japan.cnet.com/colum/web20/story/0
,000054679,20090039,00.htm 
後編：
http://japan.cnet.com/colum/web20/story/0
,000054679,20090040,00.htm 
原文：
http://www.orellynet.com/pub/a/oreilly/tim
/news/2005/09/30/what-is-web-20.htm 
[参照: 2012.03.20] 
3)  コンテンツ管理システム（Contents 
Management System）。HTML の知識がな
くても、ページの追加やデザインの変更等、
Web サイトの管理が行えるシステム。Blog
や Wikipedia のシステムも CMS に含まれ
る。 
4)  RSS とは、Really Simple Syndication / 
RDF Site Summary の略称。更新された
Web ページの見出しや要約情報等を XML
による標準化フォーマットにより配信・受
信する仕組み。これにより、複数のサイト
の更新情報を効率的に把握できる。 
5)  API（Application Program Interface）は、
外部アプリケーション向けに OS 等の特定
の機能（例えば、ファイルを開く、閉じる
など）を呼び出す関数を集めたもの。ウェ
ブAPIはHTTPを通じてシステムの特定の
機能を呼び出すもの。 
6)  Google プ ラ イ バ シ ー ポ リ シ ー : 
http://www.google.com/intl/ja/policies/priv
acy/  [参照:2012/3/18] 
7)  HTML5 は、当初 Opera Software、
Mozilla、Apple の 3 社が 2004 年に結成し
た「WHATWG(Web Hypertext Technology 
Working Group」というコンソーシアム提
案が元である。その後 2009 年 3 月の W3C
総会において、袋小路にあった XHTML か
らWHATWG提案の拡張ＨＴＭＬとの合体
へと路線変更を行い、HTML5 として現在
に至る。多くのステークホルダーがコミッ
トをしている。例えば、Google は 2009 年 5
月の「Google I/O」イベントにおいて
HTML5 のサポートを表明した。同社のビ
ジネスモデルでは、マルチデバイスの情報
端末に限定せず、家電等のホームネットワ
ークや自動車等の交通網なども広告媒体と
して拡張が望ましい。またクローズドなシ
ステム、プラットホームを展開してきた
Apple もそのビジネスモデルに反して
HTML を支持している。 
 Apple にとっては、 Adobe のFlash がデ
バイス標準となることの阻止、Google や
Microsoft 等の支持を集め、デファクトスタ
ンダードになるHTMLの動向に逆らえない、
などの戦略的判断があるように推測される。
Microsoft も、2011 年 9 月 IE9 において、
HTML5 を前面サポートした。W3C での標
準化作業の進捗状況によるが、2012 年以降
に正式にW3C勧告(Recommendation)がさ
れよう。 
8)  現在のウェブアプリケーションを構成す
る主な要素は、マークアップ言語である
HTML(Hyper Text Markup Language)、ス
タイルシートである CSS(Cascading Style 
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Sheet: 1997年W3C勧告のHTML4から分
離実装)、動的アクションをプログラミング
する JavaScript の組合せである。 
9)  (a)のJavaScriptでの本格的な情報処理は、
例えば、「ビデオ・タグ」、「オーディアオ・
タグ」などがある。いずれも API とともに
実行される。これらがブラウザ本体に実装
されることにより、ユーザーは Adobe の
「Flash Player」やMicrosoftの「Silverlight」
などのプラグイン・ソフトウェアの追加導
入が不要となる。また「ドラッグ&ドロップ
API」と「ファイルAPI」を組み合わせれば、
デスクトップとブラウザ間のドラッグ&ド
ロップが可能となる。これはHTML により
手元の情報端末(こちら側)とインターネッ
ト上のウェブ・サーバ (ーあちら側)との境が
操作上なくなることを意味し、ユーザー端
末での記憶装置の極小化を図れる。ユーザ
ーから見れば、無限の記憶装置を持つウェ
ブ環境が処理のプラットホームに変じる。
Gmail ではすでに実装されている。さらに、
「Web Storage API」を使用すると、インタ
ーネット切断環境化でもアプリケーション
を継続、データ等の自動同期が可能となる
し、ブラウザとサーバの双方向通信を実現
する機能「Web Socket」ではリアルタイム
双方向通信が可能となる。(b)の HTML 文
章の論理構造の明確化は、挫折した
XHTML の論理構造要素の指定タグであり、
例えば「article」タグは記事本文を意味する。
構造化ウェブ、エージェントプログラムに
対応する機能である。(c)の異なるブラウザ
間の互換性の実現の向上は、ブラウザ開発
者の協力体制の基礎としての HTML5 であ
り、互換性問題の格段の向上が期待されて
いる。 
10) Apple は 2007 年発売の iPhone、2010 年
発売の iPad から Flash Player を排除して
いる。例外的にYouTubeだけは iOS 専用の
アプリケーションで閲覧可能である。同様
に開発者コミュニティの囲い込みには、
AppStoreのネイティブアプリケーション開
発言語に独自言語「オブジェクト C」を提
供している。ここでネイティブアプリとは、
Apple の iOS 使用デバイス側にダウンロー
ドして使用されるアプリケーションプログ
ラムである。ただし、Apple 自身も Google
対抗措置として、徐々に AppStore の
HTML5 への移行を企図していると推測で
きる。一方、Google は 2010 年末にHTML5
による「Chrome ウェブストア」を開設し、
AppStoreに対抗するオープンプラットホー
ム確立を企図し、ネイティブアプリからウ
ェブアプリへの移行を促進している。オー
プンプラットホームの覇者として認証･課
金機能を提供し、「王国」を統治するモデル
である。 
11) ただし、HTML5 の動画のファイル圧縮
形式(Codec)は未だ確定していない。同一コ
ンテンツが異なるブラウザで円滑に再生さ
れるには、この圧縮形式の共通化が必要で
ある.2011 年時点で、ブラウザ「Safari」を
提供するApple、「IE」を提供するMicrosoft
は、CODEC として「H286」を支持してい
る。「H286」は ITU-T (国際通信連合・電気
通信標準化部門)が定めた方式であり、ライ
センス管理団体「MPEG LA」へのライセン
ス料金の支払いが必要であったが、2010 年
のネット配信の動画に限定して無償化が図
られた。また、Opera、Mozilla はオープン
ソースの「Ogg Theora」及び「VP8 (WebM)」
を支持している。さらに、「Chrome」を提
供するGoogle は、現在では「VP8 (WebM)」
を支持している。一方、コンテンツ側に目
を転じれば、YouTube やCNN、ニューヨー
ク・タイムズ、タイムズなどが、HTML5
対応へ動いている。 
12) Open Compute Project: 
http://opencompute.org [参照:2012/3/18] 
13) 次を参照。 
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村井 純「緊急対応、『阪神』時より進化(震
災とインターネット 中) 日本経済新聞, 
2011 年 5月 4 日朝刊 23面。 
14) Power Usage Effectivenessの略称。デー
タセンターの総消費電力をIT機器による消
費電力で割った値。 
15) 利用者のモチベーション向上のため、現
実の問題解決（学習を含む）等の活動に、
ゲームの要素を取り入れる手法。 
16) Open Data Commons Open Database 
License: 
http://opendatacommons.org/licenses/odbl/ 
[参照:2012/3/18] 
 なお、2012年3月以前のOpenStreetMap
の デ ー タ は 、 Creative Commons の
Attribution-ShareAlike 2.0 としてライセ
ンスされている。 
17) Imagimap Baselayer:  
http://www.geotribu.net [参照:2012/3/18] 
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